
⼟づくりに関する調査結果（2019年3⽉）

はじめに
 本調査は、⽣産現場における⼟壌診断の実施状況の把握を⽬的に実施。
①⼟づくりを実践している⽣産者として全国⼟の会会員152名を対象に質問票を
配布し、84名（回収率55%）から回答を得た。

②（⼀財）⽇本⼟壌協会の資格認定により⼟壌医⼀級の資格を所有し、全国各地
で⽣産者の依頼を受けて⼟壌診断を実施している⼟壌医170名を対象に質問票
を配布し、116（回収率68%）から回答を得た。

 調査対象となった⽣産者が作付けしている作物は、施設野菜と露地野菜が多
かった（図１）。⼟壌医が診断を依頼される作物は施設野菜＞露地野菜＞⽔
稲＞畑作物の順であった（図２）。

※全国⼟の会は、農業者が⼟壌診断結果に基づいた⼟壌改良・施肥管理を実践する農家のため
の⼟と肥料の研究会。

図１ 調査対象となった⽣産者が作付けしている作物（複数回答可）

図２ ⼟壌医が⼟壌診断を依頼される作物（複数回答可）
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⼟の会の⽣産者の⼟壌診断の実施頻度
 ⼟の会の⽣産者は、7割以上の者が⼟壌診断を毎年度実施しており、特に、施設
野菜⽣産者では9割以上の者が毎年度実施している（図３）。
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図３ ⼟壌診断の実施頻度（全体・露地野菜⽣産者・施設野菜⽣産者）
（グラフ中の数字は回答者数）
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（回答者数＝31 グラフ中の数字は回答者数）
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0% 20% 40% 60% 80% 100%
全ほ場で・全項⽬ 全ほ場で・代表的な項⽬ 代表的なほ場で・全項⽬
代表的なほ場で・代表的な項⽬ 無回答

 施設野菜⽣産者で毎年実施している場合は、「全ほ場で全項⽬」の場合が最も
多く、代表的な項⽬とあわせると3割が全ほ場で診断が実施されている（図
４）。

図４ 毎年、⼟壌診断を実施している施設野菜⽣産者の実施状況

⼟壌診断の依頼先・依頼の仕⽅
【⼟の会⽣産者の依頼】

 ⼟の会⽣産者の⼟壌診断の依頼先は、JAが半数を占めるが、JA以外の⺠間業者も
2割程度存在（図５）。
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0% 20% 40% 60% 80% 100%
JA その他 JA以外の⺠間業者 都道府県 ⾃ら実施 無回答/無効

（回答者数＝84 グラフ中の数字は回答者数）図５ ⼟壌診断の依頼先
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 依頼は、分析のみ依頼し施肥設計や⼟壌改良の⽅法は⾃らが考えている者が6
割を超えているが（図６）、分析項⽬の選定そのものは依頼先に任せている者
が殆どである（図７）。

52 23 7 2

0% 20% 40% 60% 80% 100%
分析のみ依頼
分析とあわせてNPKの施肥設計と⼟壌改良⽅法のための処⽅箋まで依頼
分析とあわせてNPKの施肥設計も依頼
無回答/無効

図６ ⼟壌診断の依頼内容（回答者数＝84 グラフ中の数字は回答者数）

※その他は東京農⼤⼟の会など
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0% 20% 40% 60% 80% 100%
分析項⽬は依頼先に任せている ⾃ら項⽬を選択 無回答

図７ ⼟壌診断の依頼の仕⽅ （回答者数＝84 グラフ中の数字は回答者数）

 ⼟壌医が受ける⼟壌診断の依頼は、具体的な課題をもって依頼する者からが6
割。「収量が低い」、「発病」など対策のための診断が半数弱で、予防的な診
断の依頼は2割程度（図８）。

図８ ⼟壌診断の依頼のされ⽅
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収量が低い、発病など対策のための診断 収量安定、病気予防など予防的な診断
具体的な課題は提⽰されない 分析項⽬のみ指定

具体的な課題により依頼される

（回答者数＝116 グラフ中の数字は回答者数）

3

 分析項⽬の選定は、定型的なパッケージ項⽬が6割弱だが、オーダーメイドで
項⽬を設定する場合も4割弱程度存在する（図９）。
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0% 20% 40% 60% 80% 100%

定型的なパッケージの分析項⽬に基づき処⽅箋を作成
具体的な課題に基きオーダーメイドで分析項⽬を設定
無回答

図９ 分析項⽬の選定（回答者数＝116 グラフ中の数字は回答者数）
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0% 20% 40% 60% 80% 100%
⼟壌養分の過不⾜等の問題点及び、具体的な施肥設計や改善⽅法を処⽅箋として提⽰
都道府県の⼟壌診断基準等に照らしてNPKの過不⾜等のコメントを提⽰
⼟壌分析値のみ提⽰
無回答/無効

図10 診断結果の提⽰⽅法・内容

 診断結果は、⼟壌養分の過不⾜等の問題点や具体的な施肥設計・改善⽅法を⽰
す場合と、NPKの施肥設計に加えて過不⾜等のコメントが付す場合で9割以上
となっている（図10）。

（回答者数＝116 グラフ中の数字は回答者数）

【⼟壌医が受ける依頼と対応】

対策のための診断 予防的診断
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⼟壌医の分析診断項⽬
 ⼟壌医が実施する定型的なパッケージの分析項⽬（図11）、オーダメイドの分析
項⽬（図12）、⽣産者から指定される分析項⽬（図13）、のいずれも、pH、
EC、有効態リン酸、交換性塩基が上位を占め、CEC、可給態窒素がこれに続き、
これらが化学的な分析項⽬としては⼀般的と考えられる。

図11 定型的なパッケージの分析項⽬（複数回答可の回答割合）
回答者数=64

 実施の頻度、診断時の重要性、費⽤の観点からも、pH、EC、有効態リン酸、交
換性塩基の分析が必須の項⽬と考えられる。

図12 オーダーメイドで診断する際の分析項⽬（複数回答可の回答割合）
回答者数=37
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図13 ⽣産者から指定される分析項⽬（複数回答可の回答割合）
回答者数=8
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⼟壌医の⼟壌診断項⽬
 実施の頻度をみると、化学性では、pH＞EC＞交換性塩基＞有効態リン酸の順で
あり、現場の状況では、作物⽣育の良否＞病害発⽣の有無＞⼟壌の種類・⼟性＞
要素⽋乏の有無、の順である。物理性の診断は殆ど実施されていない。

 診断時の重要性も、化学性、現場の状況は、実施の頻度と、ほぼ同じ項⽬の順に
なっているが、物理性に関しては重要とする回答に⽐較して実施頻度が低い。特
に、断⾯調査はその差が⼤きい。（図14）。（断⾯調査は、費⽤、技術的難度
が⾼いとする回答が多い（図16）。）
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図16 物理性診断の技術的な難度
（複数回答可の回答割合）
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図14 ⼟壌医による診断項⽬の実施頻度と診断時の重要性（複数回答可の回答割合）
回答者数=116

 費⽤⾯では、化学性では全窒素、CEC、物理性では断⾯調査が⾼いと答える者が
多い（図15）。
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図15 ⼟壌医による診断項⽬の費⽤⾯での評価
（複数回答可の回答割合）
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化学性・施肥改善⼿法実施状況と処⽅箋の関係
 ⽣産者が実施している化学性や施肥の改善⼿法は、肥料の種類の変更＞たい肥
の施⽤＞苦⼟肥料の施⽤＞緑肥作物の導⼊＞⽯灰質資材の施⽤の順となってお
り、半数以上の者がこれらの改善⼿法を実践している（図17）。

 ⼟壌医が診断結果として提⽰する処⽅箋では、改善する各項⽬（CEC、塩基状
態、EC、pH、有効態リン酸、基肥、追肥）別に様々な⽅法が提⽰されており、
たい肥、⽯灰質資材、苦⼟肥料、カリ肥料、ケイ酸質資材、腐植酸資材等が指
定されている（図18）。
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図17 ⽣産者が実践している化学性の改善⼿法（複数回答可の回答割合）
回答者数=81

図18 ⼟壌医による化学性及び施肥改善の処⽅箋（複数回答可の回答割合）
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物理性・⽣物性改善⼿法実施状況と処⽅箋の関係
 ⽣産者が実施している物理性の改善⼿法は、たい肥の施⽤＞⼼⼟破砕＞深耕で
あり、⽣物性の改善では、たい肥の施⽤＞微⽣物資材の施⽤となっている。
（図19）

 ⼟壌医が提供する処⽅箋は、物理性では、深耕＞暗きょ＞泥炭施⽤＞⼼⼟破砕
等と耕種的な⽅法が多く、⽣物性の改善では、たい肥の施⽤に加え、⼟壌病
害・センチュウ害の特定や菌密度の測定も実施されている（図20）。
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図19 ⽣産者が実践している物理性・⽣物性の改善⼿法（複数回答可の回答割合）
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図20 ⼟壌医が提供している物理性・⽣物性改善の処⽅箋（複数回答可の回答割合）
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⼟の会の⽣産者⾃⾝の簡易分析状況
 ⽣産者⾃⾝による簡易分析は4割で実施されており、定期的に毎⽉実施している
者はいないものの、作付前後に実施している者は１割強存在している（図
21）。

図21 ⽣産者⾃⾝の分析実施の有無

10 22 50 2

0% 20% 40% 60% 80% 100%
作付前後 不定期 していない 無回答/無効

（回答者数＝84 グラフ中の数字は回答者数）

 分析⽅法は、リトマス試験紙や簡易な分析キットを⽤いている者が7割で、簡易
な機器分析を⾏っている者も4割存在している（図22）。

 施設野菜では簡易分析を実施している者の9割がECを、8割がpHを測定してお
り、硝酸態窒素や有効態リン酸も4割程度の者が測定を⾏っている。露地野菜で
は、9割の者がpHの測定を実施している（図23）。

回答者数=31

図22 ⽣産者⾃⾝の分析⽅法（複数回答可）の割合
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図23 ⽣産者⾃⾝が実施する簡易分析の項⽬（複数回答可）
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新しい診断⼿法・⼟づくりへの関⼼と対応
 新しい診断⼿法への関⼼は、⽣産者・⼟壌医ともに、⼤いに関⼼、関⼼がある
が8割以上を占める（図24）。

 ⽣産者の殆どが⼟づくりを経営上、⾮常に重要、重要な課題と位置付けており、
９割が⼟壌分析や診断結果の共有による⼟づくりに関⼼がある（図25）。

図24 新しい診断⼿法への関⼼
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⽣物性評価

⼟壌センサー

61

47

43

56

6

9

3

1

3

3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

⽣物性評価

⼟壌センサー

⼤いに関⼼がある 関⼼がある あまり関⼼がない
関⼼がない 無回答

⽣産者

⼟壌医

（グラフ中の数字は回答者数）

回答者数=116

回答者数=84

39

64

37

19

4

1

31

0% 20% 40% 60% 80% 100%

⾮常に重要である 重要である それほど重要ではない
重要ではない 無回答/無効

 ⼟壌医は、9割以上の者が関係者による⼟壌分析や診断結果の共有に⼤いに関
⼼、若しくは関⼼があると答えており、⼟壌分野でのビッグデータ化には8割が
関⼼があるとしている（図26）。

図25 ⽣産者の⼟づくりの経営上の位置付け、⼟壌分析結果の共有
への関⼼ （回答者数=84、グラフ中の数字は回答者数）

⼟づくりの経営上の位置付け

⼟壌分析結果の共有

42

78

49

29

19

7

15

2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

⼤いに関⼼がある 関⼼がある あまり関⼼がない
関⼼がない 無回答

⼟壌分析結果等の関係者による共有

⼟壌分野のビッグデータ化

（回答者数=116、グラフ中の数字は回答者数）図26 ⼟壌医の⼟壌分析結果の関係者による共有、⼟壌分野の
ビッグデータ化への関⼼
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 ⽣産者の殆どが、施肥の改善や研修について、重要、関⼼があるとしている（図
26）。⼟壌医は、研修会の講師、⼟づくり相談対応、⽣産現場での⼟づくり実
証について、JA＞普及組織＞試験場の順で連携の経験があるとしている（図
27）。今後、こうしたネットワークを拡げていくことが必要と考えられる。

図26 ⽣産者の肥料代削減・施肥改善、⽣産者向け研修への関⼼
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⼤いに関⼼がある 関⼼がある あまり関⼼がない
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（回答者数=84、グラフ中の数字は回答者数）

73
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59

61
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37
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0% 20% 40% 60% 80% 100%
地域のJAと連携したことがある
都道府県の普及組織と連携したことがある
都道府県の試験場と連携したことがある
連携したことはない
無回答

研修会・講習会等の講師

個々の⽣産者からの⼟づくり
相談対応

⽣産現場での⼟づくり
実証への参画

図27 ⼟壌医の⽣産現場との関わり⽅
（回答者数=116、グラフ中の数字は回答者数）
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 ながいもの作付前に⼟壌診断を実施、診断結果に基づき施肥設計・⼟づくりを
実施し、⼟壌改善効果を確認（⼟壌診断は、個々のほ場では３年〜４年毎、経
営全体では年間５〜８ほ場で実施）

 複数ほ場で診断を実施することにより改善結果やバランスの違いを把握、芋の
奇形の減少や収量の安定化を図るとともに、ながいもの作付に適したほ場の選
定により効果的に経営規模を拡⼤

⼟の会⽣産者の事例（茨城県ながいも⽣産者）

他の圃場のレーダーチャートとの⽐較により
改善結果やバランスの違いを把握

改 善 前

診断結果に基づく改善

改 善 後
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まとめ
１ 全国⼟の会の⽣産者へのアンケート調査の結果、
① 農業者⾃ら、⼟壌診断結果に基づく⼟壌改良と施肥管理の実践者として定期

的に⼟壌診断を実施していた。
② 診断に必要なデータは、他に分析を依頼するものの、多くの者が、その結果

をもとに、肥料の種類の変更、たい肥の施⽤、緑肥作物の導⼊、⼼⼟破砕、
深耕等を実施していた。

２ ⼟壌診断の結果をレーダーチャート化し、各ほ場の施肥設計や⼟壌改良に加
え、ほ場間の⼟壌条件を平準化するといった取組が実施されており、その結果が
⽣育の安定化や規模拡⼤に結びついている事例もあった。

３ ⼟壌医への調査の結果、
① ⼟壌医は、pH、EC、交換性塩基、有効態リン酸等、⼀般的な分析結果とあ

わせ、
② 作物⽣育の成否、病害発⽣の有無、⼟壌の種類、⼟性といった現場の状況も

勘案しながら、
③ 化学性、物理性、施肥の改善に係る様々な項⽬の改善にむけた具体的な処⽅

箋を提供
していることが明らかとなり、こうした⼟壌診断が広く実践されることにより、
農業⽣産現場が抱える課題の解決に寄与することが期待される。

４ ⼀⽅、作物の⽣育にとって重要な⼟壌の孔隙量、排⽔性、有効⽔分保持機能の
改善や、近年、⼤型機械の導⼊により問題となっているちみつ度の改善など⼟壌
の物理性に関して、⼟壌診断に際して重要性は認めるものの、費⽤や技術的な難
度から実施の頻度が低くなっていた。

５ ⼟壌センサー、⽣物性評価など新しい⼿法、ビッグデータの活⽤や関係者での
データの共有については、⽣産者や⼟壌医の多くが関⼼をもっていることが明ら
かになった。今後、⼟壌センサーを⽤いたリアルタイムのデータや画像データを
ビッグデータとあわせて活⽤することによって、これまで実施の頻度が低かった
断⾯調査なども、より簡便で、効果的に実施できるようになることが期待され
る。
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